


① 坑井間の掘削振動を震源として掘削
井と観測井間の地熱構造を求める
研究開発

② 坑井間の地熱構造を既知の地熱構
造・比抵抗構造統合の研究開発

③ 坑井間地熱構造と重力データの統
合の研究開発

④ 探査コストを踏まえた開発コスト削減
についての検討
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地熱資源開発では、高精度な地熱系概念モデルの構築が掘削成功率向上の鍵と
なり、地熱系概念モデル構築までに要する費用と比較して、調査井掘削段階では多
額の費用を要する。そのため、掘削リスクを低減し、成功率向上に寄与する技術開
発が重要な課題となっている。
これを実現できるような技術を開発して、結果として地熱開発にかかる経費を10％
以上削減につなげ、再生可能エネルギーとしての地熱の重要性を高めたい。

研究開発実施体制

背景

研究開発項目





研究項目
実施内容

– 掘削時に生じる振動と地上起震車を震源として用い1.5 
km × 1.5 km × 深さ2 kmの地熱フィールドの縦波速
度分布、地震波の反射面分布を求める。

– 3次元地震波速度構造と地震波の反射面分布について、地
震波速度の精度を0.1 km/s、反射面の位置精度を0.1 
km程度まで高める。

– 本調査では坑井掘削の振動を震源として用いることにより坑
井間トモグラフィを実現し、坑井間に存在する流体含有層の
深さと形状を求め既知地熱モデルを正確にする。
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①坑井間の掘削振動を震源として掘削井
と観測井間の地熱構造を求める研究開発





処理の流れ
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研究の概要

• NEDOプロジェクトの一環として、2025年、東北自然エネルギ―社の建設中の木地
山地熱フィールドにおいて本研究を実施した。

• 期間中KJ-Xの掘削井、RKJ-1,RKJ-2の還元井の掘削が行われた。
• 同じ期間KJ-NS,KJ-Vの２坑井内に光ファイバーを入れDAS観測を行った。
• 同時に12か所に地表震源を用いた。
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坑井内の光ファイバーDAS調査
KJ-NS：2025年8月1日～10月7日
KJ-V: 2025年8月1日～9月12日
人工震源調査

2025年8月23日～8月31日
地上地震計調査

29点：2025年8月20日～9月17日
1点：2025年8月1日～8月21日、9月19日～10月9日

坑井掘削
KJ-X：8月3日～8月18日
RKJ-1：9月10日～10月6日
RKJ-2：8月4日～8月27日

木地山フィールド調査の概要

木地山地熱フィールドにおける坑井配置



研究成果

– 掘削ドリルビットのノイズを2坑井に挿入した光ファイバーで記録した。
– その記録を用い、同じ坑井内の異なった深さの記録同士の相関処理を行っ

た。
– このデータに加え、地上震源を坑井内の光ファイバーおよび地上地震計で受

けた地震波形と走時データを作成した。
– ドリルビットの掘削中のノイズの相関処理によって得た波形データにより坑
井間の速度プロファイルを作成できた。

– これまで不可能であった地下の震源の活用が可能になるため、今後の新探
査技術になり得る。

– 目標であった1.5 km × 1.5 km × 深さ2 kmを超えて、3km × 3.4km 
× 4kmの領域の地熱フィールドについての縦波速度分布を求めた。

– また、地震波の反射面分布を求めた。3次元地震波速度構造と地震波の反
射面分布について、地震波速度の精度を0.1 km/s、反射面の位置精度
を0.1 km程度まで高めることが目標であった。

– シミュレーションを実施し、位置精度は上下、水平とも0.1 kmで求まること
を示した。地震波速度精度もほぼ0.1 km/sを達成できた。
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研究開発項目①: 坑井間の掘削振動を震源として
掘削井と観測井間の地熱構造を求める研究開発













モデル339速度構造

P波速度 (km/s)

南北断面

東西断面

得られた木地山地区の3次元縦波速度分布
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木地山の３次元速度構造
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木地山の地震波速度構造と地震波反射構造
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②坑井間の地熱構造を既知の地熱構造・
比抵抗構造統合の研究開発

3次元比抵抗構造を含む既存データ類と本技術の解析結果を対
比することで、速度構造や反射面が地層由来のものなのか、もしくは地
熱貯留層を示唆するものなのか等の評価を行い、既知地熱系概念モ
デルの精緻化につなげる。
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研究項目：
実施内容

研究課題

重力基盤構造と坑跡の鳥瞰図 比抵抗構造の鳥瞰図



②坑井間の地熱構造を既知の地熱構造・
比抵抗構造統合の研究開発

研究項目：
実施内容

➢ 比抵抗構造と速度構造の間には概ね整合的な対応関係が認めら
れる。一部には不一致も確認され、各探査手法が異なる感度を有
する物性値の違いに起因するものと考えられる。

➢ 複数手法の調査を実施して総合的に評価・解釈すること
で地熱系概念モデルの精緻化に繋がることが示唆される。

➢ 基盤深度の推定においては、重力探査が面的把握に有
効であるのに対し、DAS計測はより高精度な評価が可能
であることが示された。

➢ 速度構造の屈曲部と坑井で確認された逸泥点・流出入
点の分布が対応することから、断層や割れ目に起因する
透水性構造の存在が支持されるとともに、反射断面にお
いても地層境界や断層周辺の亀裂（閉塞性を含む）
を反映した強反射面が高精度に把握された。

➢ 以上より、DAS計測は地質構造の精緻化に寄与し、結
果として地熱系概念モデルの高度化に有効であることが
示唆される。

選定断面位置における比抵抗断面図 選定断面位置における地質構造と速度構造断面図

選定断面位置における反射断面図
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③坑井間地熱構造と重力データの統合の研究開発
研究項目：
実施内容

研究課題

3次元密度構造インバージョンに使用したAGG測線 3次元密度構造インバージョンに使用した入力データ(GDD)           地上重力データに基づくブーゲー異常（ρ=2,370 kg/m3）

重力はポテンシャル場に依存するため解の冗長性があるが、本技術で取得されるデータ解析から求まる地下の地震波速
度構造を先見的情報として与えるインバージョン解析を行う。求める地下構造の深さ分解能を300 m程度にする。

3次元重力・重力偏差（AGG）インバージョン解析の流れ

本解析では３次元インバージョンコードにSeequent社Oasis Montajの
アドインであるVOXI Earth Modelingを使用し、以下の3ケースの解析を
行った。
① 参照モデル無し
② 地上重力長波長データに基づく基盤形状（西島・藤光(2015)）を

参照
③ 速度構造からBrocher（2005)の式に基づいて密度構造に変換した

モデルを参照 21







まとめと今後の課題/1
【研究開発項目①：坑井間の掘削振動を震源として掘削井と観測井間の地熱構造を求める研究開発】

◼ 掘削ドリルビットのノイズを2坑井に挿入した光ファイバーで記録した。

◼ その記録を用い、同じ坑井内の異なった深さの記録同士を相関処理を行いドリルビット位置から坑井まで伝達する地震波を
再現できた。

◼ 掘削井と観測井間のクロスホールトモグラフィを実施した。

◼ 地上震源のDAS記録も解析した。

◼ これらから3D地震波速度構造、3D反射面分布も求めた。

◼ 3D地震波反射面分布とlost-circulation, flow-in, flow-outとの比較をし、断裂系と地震波反射面分布の密な関
係を確認した。

◼ 相関処理によって得た波形データは、地中震源として、今後の新探査技術になるであろう。

◼ 特許申請中である。

◼ 今後の課題として、ドリルビットの相関処理による地震波伝搬距離が現状の＜１kmから、～2km程になると良い。

【研究開発項目②：坑井間の地熱構造を既知の地熱構造・比抵抗構造統合の研究開発】

◼ 選定断面位置において、DAS計測により得られた3次元速度構造および反射面強度を既存のMT探査、重力探査、坑井デー
タと比較した。

◼ 基盤岩上面深度を既存手法より坑井実績と整合的に評価できることが確認された。

◼ 速度構造の屈曲部は断層構造や坑井で確認された逸泥・流出入点と対応し、強反射面は地層境界や断層周辺の亀裂群
（閉塞性を含む）を反映している可能性が示された。

◼ これらの結果から、DAS計測は地質構造モデルの精緻化を通じて地熱系概念モデルの高度化に有効であり、掘削成功率向上
への貢献が期待される。

◼ 深部の高速度域や強反射面については坑井データによる検証が不足しており、亀裂の透水性評価や他地域への適用性には今
後の検証が必要である。
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まとめと今後の課題/2

【研究開発項目③：坑井間地熱構造と重力データの統合の研究開発】
◼ 既存の重力データと空中重力偏差法探査データを用いた密度構造解析では、基盤形状やDASから得られた

3次元速度構造を拘束条件として導入することで、従来よりも地質構造や坑井データと整合的な高精度の密
度構造モデルを構築できた。

◼ 特に速度構造を活用したモデルは坑井密度との一致度が高く、目標としていた約300 mの深さ分解能を
達成したと考えられる。

◼ 検証は限られた地質断面および坑井データに基づいており、モデルの妥当性や他地域への適用性については今
後さらなる検証が必要である。

【研究開発項目④：探査コストを踏まえた開発コスト削減についての検討】
◼ DAS計測技術は地熱開発初期段階における地質構造の不確実性低減に有効であり、

◼ 地熱系概念モデルの高度化や掘削成功率向上に寄与する可能性が示された。

◼ 掘削成功率向上を仮定した確率論的評価の結果、必要な掘削本数の削減によるコスト低減効果が確認さ
れ、

◼ 本検討条件下では約40%以上のコスト削減が見込まれ、目標である10%以上を大きく上回る結果となっ
た。一方で、本評価は仮定条件に基づく試算であり、今後は実フィールドにおける適用事例の蓄積および検証
を通じて、評価の信頼性向上を図ることが重要である。

今後の課題
◼ ドリルビットの相関処理による地震波伝搬距離が現状の＜1kmから、～2km程になると良い。
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